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はじめに 

船舶事故ハザードマップ 

～地図から探せる事故とリスクと安全情報～ 
  

 船舶事故ハザードマップは、身近なところで発生

した船舶事故情報などを検索して航行予定海域のリ

スクの確認を行い、また、事故多発海域等の情報を

事故防止対策の資料として利用していただくために

運輸安全委員会が平成２５年から運用を開始したイ

ンターネットサービスです。 

●はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 
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●ハザード情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６～７ 

●まとめ ～船舶事故ハザードマップの活用について～・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８ 

船舶事故ハザードマップとは 

目     次 

船舶事故ハザードマップでは、利用者自らがパソコンからインターネットを介し、海域、事故
等種類、船舶種類等で検索することにより、利用者が関心を持つ海域において、どのような事
故があったか、当該海域にはどのようなリスクが存在するか等を知ることができます。 

船舶事故ハザードマップの目的 

 ●予定航路、操業場所等でのリスクを容易 

  に確認できるようにする。 

 ●操船・操業時等に注意すべき事項を提示 

  する。 

 ●船舶事故等調査報告書の検索を容易にし、

  報告書の活用を促進する。 運輸安全委員会のホームページ 
（http://www.mlit.go.jp/jtsb/index.html）  

 運輸安全委員会では、船舶交通の安全向上のため、船舶事故等（船舶事故及びインシデント※１）の内

容や教訓、航行予定海域のリスク等について、知りたい時にいつでも Web 上の地図で確認できるイン

ターネットサービス「船舶事故ハザードマップ」の運用を開始いたしました。 

 運輸安全委員会事務局函館事務所では、どのような船舶事故が、どの海域で発生したのか、船舶事故

ハザードマップを利用して振り返ってみたいと思います。 

  皆様の船舶事故に関する関心が一層深められ、船舶事故の再発防止に寄与できれば幸いです。 

  ※1 「インシデント」とは、事故の兆候であり、事故が発生するおそれがあると認められる事態のことをいいます。     
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 運輸安全委員会では、函館事務所管轄内で発生した船舶事故等について、平成２０年１０月から平

成２５年１２月末までに３４３件の船舶事故等調査報告書を公表しました。 

 船舶事故ハザードマップには、公表した３４３件の船舶事故等調査報告書のうち、３１１件※２の発

生場所が表示されます（平成２５年１２月末現在）。 
 
   ※２ 発生場所が不明な船舶事故等は船舶事故ハザードマップに表示されません。また、船舶事故等調査報告書が公表

     されると、当該報告書の情報が船舶事故ハザードマップに順次登録されます。 

 

函館事務所管轄内で発生した船舶事故等の状況 

検索パネル 

 

マークをクリックすると事故等の概
要が表示され、さらに、事故等名を
クリックすると事故等調査報告書を
閲覧することができます。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

衝   突 

 重   大  

調査中 

乗 揚 等 

 重   大  

調査中 

転覆・沈没等 

重   大  

調査中 

火災・爆発 

重   大  

調査中 

そ の 他 

重   大  

調査中 

船舶間衝突

66件

死傷等
59件

単独衝突
39件

転覆
32件

乗揚
26件

火災
21件

その他
12件

インシデント
52件

311件

沈没4件

船舶事故ハザードマップでは、検索パネルで発生年月、発生時
間帯、公表年、事故等種類、船舶種類、総トン数等を設定する
ことによって事故等を検索し、その結果をマップ上に表示する
ことができます。また、検索範囲の指定、事故情報表示の切り
替え、距離計測、作図の機能も備えています。さらに、外国人
船員に対する安全教育や外国船への情報提供を目的とした英
語版船舶事故ハザードマップや、検索パネルで世界地図を選択
することで、他国が作成した事故等調査報告書を閲覧できる機
能を備えるなど、グローバル化にも対応しています。 

事故等種類別の状況 
 

 船舶事故ハザードマップに表示される３１１件の船舶事

故等を事故等種類別にみると、船舶間衝突事故が６６件、

死傷等事故※３が５９件、インシデントが５２件、単独衝突

事故が３９件、転覆事故が３２件、乗揚事故が２６件、火

災事故が２１件、沈没事故が４件、その他の事故が１２件

となっています。 
 
   ※３ 「死傷等事故」とは、乗組員等が落水や漁ろう機械に巻き込ま

   れたことなどにより死亡又は負傷した事故をいいます。 
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① 北海道東部から南部にか
 けて多発しています。 
② 根室市沖では、さんま漁
 船が関与した事故が８件発
 生しています。 ① 

②

船舶間衝突事故は、主に、操
船者などが「見張りを行って
いなかった」、「見張りを適切
に行っていなかった」ことに
より発生しています。

死傷等事故は、主に、「落
水（海中転落）した」、
「揚網機等の漁ろう機
械に巻き込まれた」こと

により発生しています。

① 沿岸部で多発
 しています。 

船舶間の衝突事故を防止す
るためには、レーダー等の航
海計器を十分に活用し、連続
的、かつ、系統的に見張りを
行うことが重要です。

死傷等事故を防止するために
は、救命胴衣を着用し、慣れた
作業でも油断することなく細心
の注意を払い、かつ、作業手順
を遵守することが重要です。

② 石狩川では、カヌー操
 船者が死亡した事故が２
 件発生しています。 

② 

① 

船舶間衝突事故の状況 

死傷等事故の状況 
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① 釧路港で７件  
② 苫小牧港で５件 
 発生しています。 

① 

②

単独衝突事故は、主に、操
船者などが「居眠りに陥っ
た」、「見張りを行っていな
かった」、「見張りを適切に
行っていなかった」ことに
より発生しています。 

単独衝突事故を防止するためには、操
船中に眠気を催した際、身体を動かし
て眠気を払拭したり、他の乗組員と操
船を交代したりするなどの居眠り運
航の防止措置をとることはもちろん、
レーダー等の航海計器を十分に活用
して見張りを行うことが重要です。

① 宗谷岬付近では、なまこ
 桁網漁業において、桁網の
 揚収作業中に転覆した事故
 が２件発生しています。 

② 

①

転覆事故は、主に、「高波等
により海水が船内に浸水し
た」、「漁獲物等の片積みに
より船体が傾斜した」、「漁
ろう用機械を適切に使用し
なかった」ことにより発生
しています。 
 転覆事故を防止するためには、

最新の気象・海象情報を入手し、
また、高波等による浸水、漁獲
物等の積載や漁ろう用機械の使
用による船体重心の変化や船体
傾斜に注意することはもちろ
ん、揚網時には網の重量にも十
分留意し、ふだんと異なる状況
があれば、揚網を中止するなど
し、転覆につながる危険因子を
排除することが重要です。

③ 洞爺湖では、漁船
 が転覆した事故が発
 生しています。 

③ 

③ 
③ 大沼では、遊覧
 船が桟橋に衝突し
 た事故が発生して
 います。 

② 内浦湾では、 
 ほたて貝養殖 
 漁業において、 
 漁ろう用クレ 
 ーンを使用中 
 に転覆した事 
 故が４件発生 
 しています。 

単独衝突事故の状況 

転覆事故の状況 
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②

①

① 石狩湾港  
② 苫小牧港 
 で外国籍の貨物船が錨泊中
 に走錨し、海岸に乗り揚げ
 た事故が発生しています。

① 北海道南部では、１０ 
 件の火災事故が発生して 
 おり、そのうちの９件が 
 漁船で発生しています。 

原因が判明している火災
事故の多くが「機関室内
の電気系統が、長期間使
用に伴う劣化等により絶
縁不良となり、短絡して
発火した」ことにより発
生しています。 

火災事故を防止するためには、
絶縁抵抗等の点検を定期的に
行うことが重要です。また、出
航前等に機関室内を点検する
際は、配電盤等の接続端子の腐
食や緩み、配線の被覆材の劣化
等にも十分留意しましょう。 

乗揚事故は、「船位の確認
を行わなかった」、「水路調
査を行わなかった」、「操船
者が居眠りに陥った」、「錨
泊中に走錨した」ことなど
により発生しています。 
 乗揚事故を防止するためには、事

前に予定航行経路の水路調査を行
い、航行中は、レーダーやＧＰＳ
を利用し、船位の確認を適切に行
うことが重要です。また、錨泊す
る際は、最新の気象・海象情報を
入手し、予想される気象・海象に
適した錨泊法の検討を行い、必要
であれば、早めに安全な海域に避
難することが重要です。 

① 

② 室蘭港では、 
 コンセントの許 
 容電力を超える 
 消費電力の電気 
 ストーブを接続 
 して使用中に発 
 火した事故が発 
 生しています。 

② 

乗揚事故の状況 

火災事故の状況 
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ハザード情報 

 船舶事故ハザードマップには、事故情報を検索

する機能のほか、事故が多発している海域での注

意事項等を表示する「注意喚起情報」、運輸安全

委員会が行った「分析、提言、情報提供」、AIS

データを基にした「船舶交通量」、「漁場・漁法」、

「委員会設置前に発生した衝突・乗揚事故」等の

「ハザード情報」を地図上に重ねて表示する機能

があります。 

函館事務所管轄内の主なハザード情報 

石狩湾港は、錨泊中に北
から西寄りの風が強く
吹いた場合、陸岸に向け
て走錨する危険性が高
いため、注意を促してい
ます。 

検索パネルで「ハザード情報」を選択
し、チェックボックスにチェックを入
れることにより、その情報を地図上に

表示させることができます。 

○ 注意喚起情報 

   

   事故等の原因分析などに基 

 づく、事故等が多発している 

 海域での注意事項を表示する 

 ことができます。 

○ 分析、提言、情報提供 

    

   地方事務所の所在地を示し、国土交 

 通大臣、原因関係者に対して行った勧 

 告や意見、また、関係行政機関に対し 

 て行った情報提供、さらに、地方事務 

 所が多発事故等をテーマとして再発防 

 止策をまとめた分析集を見ることがで 

 きます。 

函館事務所が刊行した地方版
分析集等を閲覧することがで
きます。 
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函館港付近の漁
場の状況です。 

海上保安庁の沿岸域情報提供システム（MICS）や海洋台帳、国土交通省の全 
国港湾海洋波浪情報網（ナウファス）、気象庁の海上警報等の情報にリンクし 
ていますので、リアルタイムの気象・海象情報も入手することができます。 

函館事務所管轄内では、約
７００件の衝突・乗揚事故
の発生場所を表示すること

ができます。 

○ 交通量 

   

   独立行政法人海上技術安全 

 研究所が、民間通信会社から 

 得た船舶自動識別装置（AIS）

 の情報に基づき、緯度・経度 

 を１分毎に区切った海域を通 

 過した船舶数を積算して作成 

 した図を表示することができ 

 ます。  

北海道周辺海域におけ
る船舶の交通量の状況

です。 

○ 漁場・漁法 

 

   定置漁業権、区画漁業 

 権、共同漁業権による区 

 画等を表示することがで 

 き、また、地方によって 

 特色のある漁法をイラス 

 トで紹介しています。 

○ 委員会設置前に発生 

  した衝突・乗揚事故 

    

   旧海難審判庁が平成元年から 

 平成２０年までに裁決を行った 

 衝突・乗揚事故の発生場所を表 

 示することができます。 

少 多
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   ～運輸安全委員会事務局函館事務所～ 

     運輸安全委員会は、航空事故、鉄道事故及び船舶事故並びに重大インシデントの原因を科学的に究 

   明し、公正・中立の立場から事故や重大インシデントの防止と被害の軽減に寄与するための独立した 

   常設機関として、従来の「航空・鉄道事故調査委員会」と「海難審判庁の原因究明部門」を再編し、 

  平成２０年１０月１日に国土交通省の外局として発足しました。 

    函館事務所は、北海道周辺海域及び津軽海峡等を管轄区域とし、主に船舶事故等の調査を任務とし 

  ています。 

 

  ～地方版分析集～ 

   函館事務所では、北海道沿岸で発生した船舶事故等の状況を取りまとめた「地方版分析集」を平成 

  ２３年から刊行しております。 

    地方版分析集の内容につきましては、函館事務所までお問い合わせいただくか、運輸安全委員会の 

   ホームページをご覧ください。 
 
            平成２３年３月刊行        平成２４年４月刊行     平成２５年５月刊行 

            北海道沿岸における      北海道沿岸における     北海道沿岸における 

      漁船関連事故等の状況     漁船転覆事故の状況     船舶間衝突事故の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                       Japan Transport Safety Board  
 
                                       運輸安全委員会事務局函館事務所 

                                              〒040-0061 函館市海岸町24-4 

                                                       函館港湾合同庁舎４Ｆ 

                                                 TEL 0138-43-4350 Fax 0138-42-1804  

                                                 URL http://www.mlit.go.jp/jtsb/index.html 

 

まとめ ～船舶事故ハザードマップの活用について～ 

 船舶事故ハザードマップは、どこで、どのような船舶事故等が

発生しているのかひとめで分かりますので、例えば、船員に対す

る安全教育や、プレジャーボートの操船者を対象とした安全講習

会等でご活用いただければ、船舶事故等の再発防止につながるも

のと考えております。 

 運輸安全委員会では、今後も使い易いページづくりを目指し、

さらなる工夫を行っていく予定ですので、安心安全な航行のため、

皆様に是非ご活用いただきたいと思っております。 


